
包括外部監査の結果に係る措置状況 

 
 

監査実施年度 令和２年度
所管課 

（措置実施課）

総務部財産活用課 
財務部財政課
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区分別 

の番号

指摘事項

 意見 １

 

指摘事項等 

の内容

(ｱ) 財産管理について 
(ⅱ) 公有財産台帳と固定資産台帳のシステム的連動を検討すべきこと 
 
現在，公有財産台帳と固定資産台帳とは，システム的に連動したもの

となっておらず，財政課は固定資産台帳をはじめに作成するにあたって

は，公有財産台帳の報告を財産活用課から入手して，固定資産台帳に入

力を行っている。 
ところで，公有財産台帳と固定資産台帳を完全に一度整合性を持たせ

た後でも，この作業を行っていくにあたっては，財政課は支出を伴う増

減については完全に把握できるのに対し，支出を伴わない寄付や除却，

交換等の把握は難しい。一方，財産活用課では，異動報告書より，面積

の増減を伴う取引については把握できるのに対し，建物の改良工事など 
面積の増加を伴わない資本的支出について，その把握が困難となってい

る。そのため，今後も，財産活用課と財政課の間で相互補完の協力体制

で行っていく必要があると考えるが，公有財産台帳と固定資産台帳は，

ともに同様のデータを扱うことから，各々を分けた情報としてではなく，

共有するデータとしてシステムの見直しを行うことは，有効なものであ

ると考えられることから，検討をされたい。 
また，現在，公有財産台帳のシステムを財産活用課で所有しているが，

スタンドアロン型のシステムで，利用面での効率化が図れないこと等か

ら，十分な活用がなされていない。公有財産台帳及び固定資産台帳のシ

ステム的連動を検討していく中において，ネットワーク型のシステムも

検討し，財産活用課と財政課のみならず，すべての所管課で活用できる

ようにし，取得や資本的支出，異動，除売却などについて，その所管課

で管理できるようにすることも効率的なものになると考えられる。 



 

講じた措置 

の内容等

公有財産台帳と固定財産台帳のシステム的連動については，財産の適

正管理を図る観点から有効な手法の一つであるが，その導入に当たって

は，多額の費用負担が発生することから，費用対効果を十分考慮する必

要があり，２つの台帳をより正確に更新することについて，様々な手法

を検討してまいりたい。 



包括外部監査の結果に係る措置状況 

 
 

監査実施年度 令和２年度
所管課 

（措置実施課）
都市計画部公園緑地課
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区分別 

の番号

指摘事項 21

 意見

 

指摘事項等 

の内容

（ⅴ）実態に即して、開示されるべきこと 

河和田２丁目児童公園，河和田３丁目第２児童公園及び河和田３丁目

第３児童公園は，住宅政策課が所管し，公園緑地課が借地し，都市公園

を整備するものとして，整理・開示されている。所管換えは，河和田２

丁目児童公園については都市計画により公園移転が決定しているため移

転整備された公園を移管する予定であり，河和田３丁目第２児童公園及

び河和田３丁目第３児童公園については，地番整備ができていないた

め，地番整備後に移管予定であるとのことである。 

このため，土地総括表などにおいては，都市公園として整備，活用し

ている状況において，当該土地を住宅政策課が所管するということをも

って住宅敷として整理されている。 

市の組織による整理・開示ではなく，実際の活用状況において，整

理・開示される必要がある。 

また，短期間の使用目的の変更を除き，長期的に使用目的を変更する

場合には，その際に，実際に管理する課に所管換えを行うようにするこ

とも検討すべきである。

 

講じた措置 

の内容等

財産の所管換えは，地籍混乱に伴う管理上のリスクを回避する観点か

ら，本来は，地番整備を完了させ，所管替えする財産の範囲が明確にな

った時点で行われることが原則と考えている。 

河和田２丁目児童公園については，既に住宅政策課により地番整備が

済んでいたが，所管が住宅政策課のままであったため，速やかに所管換

えの手続きを行った。 

住宅政策課所管である河和田３丁目第２児童公園及び河和田３丁目第

３児童公園の地番整備については，隣接地権者等の利害関係者との調整

に日時を要していることから，その地番整備が進んでいない状況にある。

一方で，公園としての整備は完了しており，市民の利便性確保の観点か

ら，速やかに公園として利用に供するため，特例的に土地の権原とその

上物である公園施設を分離運用するものとし，公園利用に伴う維持管理

については，所管換えを待つことなく公園緑地課が行っているところで

ある。 
今後については，住宅政策課による地番整備の状況を考慮しながら，

適切に公園緑地課への所管換えを実施する。 



包括外部監査の結果に係る措置状況 

 
 

監査実施年度 令和２年度
所管課 

（措置実施課）
生活環境部環境保全課
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区分別 

の番号

指摘事項

 意見 ２

 

指摘事項等 

の内容

事業リスクを理解して対応すべきこと 
吉沢町・住吉町調整池にて実施されている太陽光発電事業においては，

使用料のみならず事業遂行能力等を総合的に勘案して，太陽光発電事業

者である㈱ウエストエネルギーソリューションが応札し，「水戸市市有財

産の貸付けによる太陽光発電事業協定書」を締結している。その後，太

陽光発電事業を担う事業主体は㈱ウエストエネルギーソリューションが

設立した特別目的会社である㈱フロートソーラー水戸に変更しており，

公有財産賃貸借契約は㈱フロートソーラー水戸と水戸市の間で締結され

ている。 
その際，㈱ウエストエネルギーソリューションは㈱フロートソーラー

水戸に事業の権利義務等を移転すべく，水戸市に対し「権利義務等の譲

渡承諾依頼書」を提出し，水戸市は承諾している。 
このような手続自体は太陽光発電事業において全国的に事例も多く，

一般的であるといえる。しかし，㈱ウエストエネルギーソリューション

が㈱フロートソーラー水戸の事業責任や事業のリスク等について保証行

為を行っていない。そのため，太陽光発電事業の事業責任や事業のリス

ク等について㈱フロートソーラー水戸にて完結し，応札した㈱ウエスト

エネルギーソリューションまで及んでいない。 
水戸市は㈱フロートソーラー水戸ではなく，㈱ウエストエネルギーソ

リューションの実績や信頼等を評価している。仮に太陽光事業の収支悪

化に伴い㈱フロートソーラー水戸が破綻した場合の解体撤去責任等が契

約上の義務として㈱ウエストエネルギーソリューションまで及ばないリ

スクがあり，水戸市が不測の損害を被る可能性がある。 
水戸市が不測の損害を被ることを避けるべく，㈱ウエストエネルギー

ソリューションが㈱フロートソーラー水戸の事業責任や事業のリスク等

について保証する契約を締結することを検討すべきである。 
また，双葉台第２調整池における太陽光発電事業においても同様の状

況にある。すなわち㈱スマートテックが太陽光発電事業に応札したとこ

ろ，㈱スマートテックが設立した特別目的会社である水戸グリーンエネ



 ルギー（同）に事業の権利義務等を移転させている。そのため，水戸グ

リーンエネルギー（同）の事業責任や事業のリスク等について㈱スマー

トテックが保証する契約を締結することを検討すべきである。 
また，上記２ 件については，応札企業が事業主体となった特別目的会

社に権利義務等が譲渡されており，事業者は特別目的会社になっている。

ところが「水戸市市有財産の貸付けによる太陽光発電事業協定書」にお

ける協定当事者は変更がされておらず，当該協定書が実態を反映してい

ない。そのため，「水戸市市有財産の貸付けによる太陽光発電事業協定書」 
における協定当事者に事業者である特別目的会社を追加，変更すること

が必要である。

 

講じた措置 

の内容等

令和４年３月１日付け㈱スマートテックから水戸グリーンエネルギー

（同）の事業責任や事業のリスク等に関して保証する確認書を受理した。 

㈱ウエストエネルギーソリューションについても，可能な範囲内での確

認書を受理した。 

また，「水戸市市有財産の貸付けによる太陽光発電事業協定書」におけ

る協定当事者に事業者である特別目的会社を追加，変更することについ

ては，契約内容を精査するとともに，他市事例も参考としながら，調査

検討を行い，リスク回避に対応していく。 
　



包括外部監査の結果に係る措置状況 

 
 

監査実施年度 令和２年度
所管課 

（措置実施課）
都市計画部市街地整備課
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区分別 

の番号

指摘事項

 意見 ３

 

指摘事項等 

の内容

(ⅳ)　駐車場公社について適正な使用料を徴収することを検討すべきこ

と　 
市街地整備課は，所管する宮町１丁目 108-2（4,801.48 ㎡）を，市が

100％出資する（一社）水戸市商業・駐車場公社へ，使用を許可している。

使用料は年額 7,762,456 円であり，使用料徴収条例で本来徴収するべき

使用料に対し，同条例で公共的団体がその事務又は事業のために使用す

る場合に認められる減額 2分の 1の額となっている。 

　ところで，（一社）水戸市商業・駐車場公社へ使用を許可する土地は，

水戸駅南口近隣の立地にあり，民間の駐車場も確保されているところで

ある。使用料の減額は，できる規定であり，また，（一社）水戸市商業・

駐車場公社は平成 30 年度末で 287 百万円の一般正味財源を有している

状況である。 

市の財政負担を減少させ，当該土地の有効な活用が駐車場なのかを判

断していくためにも，適正な使用料を徴収していくことも検討していく

べきである。 

また，現在，市街地整備課の所管する当該土地について行政財産の使

用許可としているが，今後，地域住民の意向を踏まえて利活用を検討し

ていくということであり，全庁的に利活用を検討していくためにも，普

通財産として，財産活用課への所管換えも検討されたい。 



 

講じた措置 

の内容等

当該土地（宮町１丁目 108-2）を含む水戸駅南口地区は，商業・業務を

はじめとする様々な都市機能が集積する本市の拠点となる地区であり，

駐車場整備地区に指定されている。今後も買い物・私的目的等の駐車需

要が見込まれることから，交通結節点である本地区における円滑な道路

交通を確保するためにも，駐車場を（一財）水戸市商業・駐車場公社が

保有・運営することは，本市にとって意義が大きいと考える。 
使用料は，水戸市行政財産使用料徴収条例に基づき，公社の公共性を鑑

みてその額を決定し，徴収している。今後の使用料のあり方については，

駐車場の利活用方策も含め，社会経済情勢や関係者の活用意向，駐車場

施設の更新時期等を考慮し，引き続き検討していく。 



包括外部監査の結果に係る措置状況 

 
 

監査実施年度 令和２年度
所管課 

（措置実施課）
都市計画部公園緑地課
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区分別 

の番号

指摘事項

 意見 ５

 

指摘事項等 

の内容

〇都市公園の使用料について再検討の余地があること 

公園緑地課は，千波公園に所在する好文カフェ（建物床面積361.63 

㎡，敷地面積1,124.72 ㎡）及び好文茶屋を都市公園法第２条第２項第

７号に規定する便益施設として，一般社団法人水戸観光コンベンション

協会に管理許可を出している。 

都市公園条例によれば，使用者（第10 条第１項の規定よる許可に係る

ものを除く。）又は占有者は，許可を受けた際に，以下に定める使用料

又は占有料を納付しなければならないとされている（第16 条）。 

 

公園施設を設け，又は管理して都市公園を使用する場合の使用料 

 

当該使用料は，行政財産の使用料が評価額の4％と評価額に依拠する

のに対し，定額となっており，使用料を4％で割り返して換算すると，

土地で１㎡ 1,500円，施設で１㎡18,000 円程度の評価額に相当する負

担となっている。 

公園施設の中で，便益施設においても，その収益性もある程度見込ま

れることから，使用料の見直しの検討の余地もあるものと思慮される。

 区　分 単　位 期　間 使用料

 土地を使

用する場

合

(1)区域を指定した

とき

1平方メートル 1月 5円

 (2)売店 1平方メートル 1月 60円

 (3)仮設の公園施設 1平方メートル 1日 40円

 公園施設を使用する場合 1平方メートル 1月 60円



 

講じた措置 

の内容等

　千波公園は，散歩やジョギングといった普段の利用に加え，年間を通

して様々なイベントが開催されるなど，多くの市民や観光客に親しまれ

ている公園であり，今回指摘のあった好文カフェ及び好文茶屋について

も，公園利用者の休息・憩いの場となる，重要な便益施設となっている。 
　便益施設近隣の土地評価額については，およそ１㎡当たり 24,890 円

(資産税課調べ)程度となっており，現条例の金額から算定した評価額

1,500 円と比べると，おおよそ 16 倍程度大きい金額となっており，水戸

市行政財産使用料徴収条例に基づく使用料算定を行った場合は，現在よ

りも相当額の増額となることが考えられる。 

　現在は，千波湖西側地区で進められているパークＰＦＩの進捗を踏ま

え，公園に設置を認める便益施設は，都市公園の効用に資する目的も兼

ねていることも考慮し，行政財産使用との違いを比較しながら，引き続

き，適切な使用料の算定や賃貸借契約のあり方について検討を進めてい

るところである。 

 

＜参考＞ 

好文カフェ近隣の土地評価額をもとに使用料の算出を行った。 

1 ㎡当たりの評価額(資産税課調べ)…24,890 円 

24,890×0.04÷12 か月＝82.97 円≒82 円 

現行条例における 1か月あたりの土地の使用料…5円 

82÷5=16.4 

よって，土地評価額に基づき使用料を算出すると，現在使用料の約 16

倍程度大きい金額となる。 



包括外部監査の結果に係る措置状況 

 
 

監査実施年度 令和２年度
所管課 

（措置実施課）
総務部財産活用課

 
報告書ページ 135

区分別 

の番号

指摘事項

 意見 ８

 

指摘事項等 

の内容

　不動産評価審査会の委員に，外部精通者の任用を検討すべきこと 
　現在，不動産評価審査会の構成員は，副市長及び各部部長で構成され

ている。土地の評価は，客観性や公平性が担保される必要があり，知識

についても専門的なものが必要なものである。 
このようなことから，不動産評価に精通した外部精通者を，構成員に

加えることも有効であると考えられることから，検討されたい。

 

講じた措置 

の内容等

　不動産評価審査会等の補助機関は，「水戸市補助機関に関する規程」に

おいて，事務事業の推進に当たり，各部課間の合意形成及び連絡調整を

行うことを目的に設置されているため，外部精通者を構成員として加え

ることについては，その必要性を含めて慎重に検討してまいりたい。 



包括外部監査の結果に係る措置状況 

 
 

監査実施年度 令和２年度
所管課 

（措置実施課）
総務部財産活用課
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区分別 

の番号

指摘事項 28

 意見

 

指摘事項等 

の内容

　「廃道敷・廃水路敷等の売払いに関する土地評価基準」について，準

拠すべきこと 

　「廃道敷・廃水路敷等の売払いに関する土地評価基準」は，基準価格

から造成費を控除することとなっている。この基準価格の算出には，①

一体利用地内の宅地又は雑種地の取引事例価格，②固定資産税評価額÷

０．７，③固定資産税評価額×倍率÷０．８の３つが併記されている。

併記によって，基準価格の算出にあたって，どの方法を採用するかにつ

いて，統一性が見られない状況が見られる。 

隣接地所有者に対しての売払いの対象にしていること及び①一体利用

地内の宅地又は雑種地の取引事例価格ということを勘案すれば，②及び

③の方法による固定資産税評価額は，一体利用地の地目を基礎に行われ

るべきと想定されるが，平成 29 年度，平成 30 年度及び令和元年度の土

地の売払いに関する価格の算定状況を見ると，一体利用地が宅地であ 

るものの雑種地として近傍雑種地の固定資産税評価額を基礎に基準価格

を算定している事例が散見されている。これは，廃道路や廃水路は不正

利用されていない限り，現況は雑種地となり，売払いにあたり分筆登記

において登記地目を雑種地としていることから，近傍雑種地の固定資産

税評価額を採用していることに起因しているものと見られる。なお，一

体利用地が宅地であって，雑種地で基準価格を算定しているものについ

ては，造成費用の控除は行われていない。 

固定資産税評価額においては，通常，雑種地は宅地の評価額の 50％程

度となる。これに対して，売払いの土地の現況により必要な造成費は相

違するものであり，宅地の基準価格から造成費を控除して価格を算定す

る場合とでは，価格に違いが生じる。 

不動産評価審査会で決定している基準をより明確にし，これに準拠し，

適正に，運用していく必要がある。



 

講じた措置 

の内容等

　「廃道敷・廃水路敷等の売払いに関する土地評価基準」における宅地

又は雑種地の評価には３つの方法があるが，その運用ルールについては

財産活用課内で定めており，原則として，①一体利用地内の宅地又は雑

種地の取引事例価格は，売払い総額が 300 万円を超えると予想され，不

動産鑑定士の意見書又は鑑定評価により審査する案件，②固定資産税評

価額÷0.7 は市街化区域の案件，③固定資産税評価額×倍率÷0.8 は市街

化調整区域の案件にそれぞれ適用している。また，市街化区域は宅地と

して，市街化調整区域は雑種地として評価を行うこととしている。 
　上記の運用ルールについて，どのような土地をどの算出方法に当ては

めるかを明確にし，「廃道敷・廃水路敷等の売払いに関する土地評価基準」

への令和６年度中の明文化に向けて調整しているところである。 



包括外部監査の結果に係る措置状況 

 
 

監査実施年度 令和２年度
所管課 

（措置実施課）
総務部財産活用課

 
報告書ページ 136

区分別 

の番号

指摘事項

 意見 ９

 

指摘事項等 

の内容

　「廃道敷・廃水路敷等の売払いに関する土地評価基準」の位置付けに

ついて検討されたいこと 
　現在，不動産評価審査会で，廃道敷，廃水路敷等の売払い時の土地の

評価の基準となっている「廃道敷・廃水路敷等の売払いに関する土地評

価基準」は，不動産評価審査会が独自に定めたものである。 
土地の売払い時における価格の算定は，市の公平性や公正性を担保す

るための重要な事項であることから，その算定方法については，市とし

ての取扱事務要領にするなど，市長をもって明確に定める方法によるこ

とが望ましいものと考えられることから，検討されたい。

 

講じた措置 

の内容等

　「廃道敷・廃水路敷等の売払いに関する土地評価基準」は，財務省が

定める「国有財産評価基準」を基にして，平成 16 年度に財産活用課の要

項という位置付けで策定されたものである。 
　より上位の位置付けへの変更については，その必要性を含めて慎重に

検討してまいりたい。



包括外部監査の結果に係る措置状況 

 
 

監査実施年度 令和２年度
所管課 

（措置実施課）
総務部財産活用課

 
報告書ページ 142

区分別 

の番号

指摘事項

 意見 10

 

指摘事項等 

の内容

　評価の基準を明確にすべきもの 

　貸付料の算定状況を確認したところ，不動産評価審査会で算定する評

価額が，国税庁の財産評価基準に従ってなされた相続税評価額で行われ

ていた。一般に，国税庁の財産評価は，時価（公示価格）の８割程度と

されており，不動産評価審査会の評価は，時価の８割の評価とされてい

る。売払い時の評価が時価で行われているのに対し，貸付時の評価が時

価の８割の相続税評価額となることについて，明記された規程や事務要

領などが存在していない。評価すべき価格の算出について，明確にして

おく必要がある。

 

講じた措置 

の内容等

　普通財産の貸付料は，水戸市行政財産使用料徴収条例に準じており，

同条例では，不動産評価審査会が評価した額を基に使用料を算出するこ

ととしている。 
　不動産評価審査会での貸付料の評価方法については，原則として相続

税評価額を用いて算定している。なお，売払い額の評価方法は，原則と

して不動産鑑定評価額を用いて算定している。これらの算定方法は，国

の算定基準とも整合性が図られている。 
　市における評価基準を改めて確認した結果，国の基準とも整合性が図

られていることが確認できたことから，規定や事務要領の策定について

は，引き続き検討してまいりたい。 



包括外部監査の結果に係る措置状況 

 
 

監査実施年度 令和２年度
所管課 

（措置実施課）
総務部財産活用課

 
報告書ページ 142

区分別 

の番号

指摘事項

 意見 11

 

指摘事項等 

の内容

　不動産評価審査会の機能を確認すべきもの 
貸付料は，評価額の 4％と定められており，評価額は不動産評価審査

会が算出することとされている。平成 31 年度の貸付料の改定年度の相続

税評価額を基準とし，大幅な増減を緩和するための調整措置を講じてい

た。 

 
(1) 増額となる場合 

現行使用料に負担調整率（表）を乗じて得た額と新規（調整前）使用

料と比較していずれか低い額を採用する。  

 

(2) 減額となる場合 

引き下げ率に改定年の地価調査市町村別変動率を採用する。ただし上

限値-1.5%とする。現行使用料に負担調整率を乗じて得た額と新規(調整

前)使用料と比較していずれか高い方の額を採用する。 

 

実際の負担水準を見ると，37％から 188％の中にあり，相続税評価額

との乖離が見られた。 

このような調整が行われているのは，不動産評価審査会が，不動産の

価格を評価する機関であるはずであるのに，評価の結果としての賃料を

決定する機関として，判断していることの表れであり，適正ではない。 

不動産評価の客観的機関として，適正に審査が行われていく必要があ

る。

 
負担水準 0～10％ 10～20％ 20～30％ 30～40％ 40～100％ 

 
調整率 1.150 1.100 1.075 1.050 1.025



 

講じた措置 

の内容等

　水戸市不動産評価審査会の所掌事務は，「水戸市補助機関に関する規

程」において，次のとおり定められており，賃借料の評価に関すること

を含むものである。 
１　公有財産の取得，処分，交換等の価格の評価に関すること。 
２　公有財産の管理，利用，処分，交換等の調整に関すること。 
３　賃借料及び使用料の評価に関すること。 
４　建築物その他の工作物又は立竹木土石等に係る通常生ずるべき損

失補償に関すること。 
５　その他必要と認める事項に関すること。 

 
負担調整率の適用については，必要性を検討し，根拠及び位置付けを

明確にしてまいりたい。 



包括外部監査の結果に係る措置状況 

 
 

監査実施年度 令和２年度
所管課 

（措置実施課）
総務部財産活用課

 
報告書ページ 146

区分別 

の番号

指摘事項

 意見 14

 

指摘事項等 

の内容

　減免の対象となる公的団体の範囲及び市と直接関連ある事務及び事業

について整理すべきこと 

　市は社会福祉法人清香会の運営する育心園に対し，土地（水戸市酒門

町字西割 4280 番 1び 4280 番 2，4,959.65 ㎡）を無償で貸付けを行って

いる。 

市が無償貸付を行っている理由は貸付先が社会福祉法人であり，公共

的団体に当たるためとしている。公共的団体の法令上の定義はないが，

一般的には社会福祉協議会等の福祉団体等の公共的な活動を営むものは

全て含まれ，社会福祉法人も対象と解されている。 

社会福祉法人への無償貸付に関する法令等については，従前「社会福

祉法人に対する貸付については，「社会福祉法人の認可について」（昭和 

39 年１月）において，「社会福祉法人は社会福祉事業を行うために直接

必要なすべての物件について所有権を有していなければならず，これに

よりがたい場合は，国または地方公共団体から無償の貸与を受けていな

ければならない。」とあり，無償貸付が原則的な扱いであった。 

しかし，「社会福祉法人の認可について」（平成 12年 12 月）が発布さ

れ，「原則として社会福祉法人は，事業を行うために直接必要な全ての物

件について所有権を有していること」としており，現況では必ずしも無

償の貸与であることを求められないこととなっている。 

市の財産の交換，譲与，無償貸付等に関する条例では，他の地方公共

団体その他公共団体又は公共的団体において公用若しくは公共用又は公

益事業の用に供するときは無償又は時価よりも低い価額で貸し付けるこ

とができるとしている。一方で，規則において，貸付料の徴収は使用料

徴収条例の例によることとされており，その使用料徴収条例では，全額

免除は公共的団体が市に直接関連ある事務又は事業を行う場合において

であり，それ以外の公共的団体がその事務又は公共用に使用するときは 

２分の１までの減額とされている(水戸市行政財産使用料徴収条例施行

規則第５条)。 

社会福祉法人の行う事業は市民に対するサービスの提供ではあるが，



 市に直接関連のある事業又は事務ということでは，他の事業者が同様の

サービスの提供を行っている状況においては，財産の交換，譲与，無償

貸付等に関する条例では許容されるものの，規則の規定からは全額を免

除することに疑問が生じる。 

財産の交換，譲与，無償貸付等に関する条例と規則のあり方を整理し，

市に直接関連のある事業又は事務の解釈について，整理を行う必要があ

る。 

併せて，国家公務員共済組合連合会水府病院に対しても，赤塚一丁目 

1 番の一部 2,347.53 ㎡を無償にて貸し付けていることから，同様に整理

されたい。

 
講じた措置 

の内容等

　土地の無償貸付については，「財産の交換，譲与，無償貸付等に関する

条例」と「水戸市行政財産使用料徴収条例施行規則」の解釈を整理し，

適正化を図ってまいりたい。 



包括外部監査の結果に係る措置状況 

 
 

監査実施年度 令和２年度
所管課 

（措置実施課）
総務部財産活用課

 
報告書ページ 160

区分別 

の番号

指摘事項

 意見 16

 

指摘事項等 

の内容

　早期の活用や処分を検討すべきこと 

　貸付されていない土地を視察すると，山林地等が多く，活用が難しい

と思われる土地が多数であった。しかし，NO97（渡里町 2856 番外２筆），

NO98（渡里町 2675-1 外２筆）は住宅地にあり，大きな面積を有している

ことから，活用や処分の余地が見込まれる。 

また，NO103（宮町１丁目 105-7 外１筆）は，現在，下水道工事のため，

上下水道事業管理者に無償で使用させている状況であったが，工事終了

後返還を受けた後には，活用や処分が見込まれる地区にある。 

さらに，NO117（大足町 1185-2 外３筆）についても，市街地ではない

が，一定の面積と整地された状況にあり，活用や処分の余地が見込まれ

る。 

普通財産を，未活用の状況で所有し続けるには，処分による売払い収

入や処分後に得られるであろう固定資産税の収入の機会を喪失し，草刈

りなどの維持コストもかかってくることに十分配慮し，活用なり処分を

検討されたい。

 

講じた措置 

の内容等

　意見のあった普通財産のうち，NO103 については，将来的に再度公共

工事の工事用地として利用する可能性があることから，売却ではなく，

公募による一般競争入札での貸付を令和６年度に行う予定である。 
　NO117 については，地元町内会と活用方針の協議が整い，整備計画を

策定して庁内での合意を得ており，令和６年度は土地の活用に向けて既

存建物の解体工事を行う予定である。 
　NO97 及び NO98 についても，水戸市未利用財産有効活用指針に基づき，

具体的な活用方針の検討を進めてまいりたい。 



包括外部監査の結果に係る措置状況 

 
 

監査実施年度 令和２年度
所管課 

（措置実施課）
総務部財産活用課

 
報告書ページ 161

区分別 

の番号

指摘事項

 意見 17

 

指摘事項等 

の内容

　協定の見直しを，訴求していくべきこと 

　NO106（青柳町 4762-3 外 23 筆）は，那珂川河川改良工事により移転さ

れる方のために造成された宅地である。造成工事を竣工し，移転希望者

に対しての分譲は終了している状況である。造成地への移転にあたって，

同地区の地権者の方々と，区域内に建てられる建築物は那珂川改修事業

に伴い移転する建築物に限られるという協定が締結されていることか

ら，造成後の未分譲地を，建築を条件とした一般の方に分譲できない状

況となっている。市は，処分に向けて，地区住人に協定の見直しを訴求

していく必要がある。

 

講じた措置 

の内容等

　建築協定の変更は全員の同意が必要であるが，一部の同意が得られな

い状況であるため，過半数の同意で可能となる建築協定の廃止，開発行

為に関する許可条件の変更を行うことにより，公共移転以外の方の新築

や建替えが可能となるよう，地元住民と協議しながら見直しを進めてい

るところである。 



包括外部監査の結果に係る措置状況 

 
 

監査実施年度 令和２年度
所管課 

（措置実施課）
総務部財産活用課

 
報告書ページ 164

区分別 

の番号

指摘事項

 意見 18

 

指摘事項等 

の内容

　基金の積み立て額について，再検討すべきこと 

　基金の土地の所有状況を確認すると，道路建設課の事業のために取得

した上大野 150・151 号線，赤塚４号線，渡里 35 号線，見川３号線，上

中妻４号線，常磐 12 号線及び赤塚 11 号線の土地については，すでに工

事が竣工し，道路として活用されているにもかかわらず，長期にわたり

償還されていない 819,800,211 円分の土地が，基金の土地とされてい 

る。 

また，公園緑地課の植物公園拡張用地 26,577,157 円分の土地が，平成 

29 年に取得，竣工されているが，未償還のため，基金の土地とされてい

る。 

基金は，公用若しくは公共用に供する土地又は公共の利益のために取

得する必要のある土地をあらかじめ取得することにより，事業の円滑な

執行を図るために設置されたものであり，事業の用に供している土地を

基金で所有している状況は，条例の趣旨にそぐわないものである。 

基金としての機能を発揮させるためには償還を検討すべきであり，ま

た，基金の規模が必要以上の状況であるならば，基金の積立額の見直し

を検討すべきである。

 

講じた措置 

の内容等

　土地開発基金の長期保有地については，限りある財源の中から年次的

に解消を図っており，令和５年度は 89,383 千円の償還が完了し，令和６

年度は 85,126 千円の予算を計上した。 

なお，現在は，事業着手時の償還を徹底することにより，長期保有地

の発生を防いでいる。 

基金の運用状況のさらなる改善に努めるとともに，余剰金が長期にわ

たって発生する状況となった際には，事業用地の取得状況や必要性等を

踏まえて，基金の適正な規模について検討してまいりたい。 



包括外部監査の結果に係る措置状況 

 
 

監査実施年度 令和２年度
所管課 

（措置実施課）
総務部財産活用課

 
報告書ページ 184

区分別 

の番号

指摘事項

 意見 21

 

指摘事項等 

の内容

物品管理にあたり，物品取扱員と使用者の役割の分担を検討すべきこと 
新庁舎の物品を財産活用課が一元管理するメリットは理解できるが、実

際に 1 つの課で全物品の使用状況の管理をするのは困難である。保有数

量が膨大であるため所管部署で現物実査が行われていない状況は適切な

管理が行われているとは言えない。現状の問題点としては 1 課で管理す

るには物品数が膨大であり、管理者である物品取扱員（財産活用課長）

と使用者（各部署）が部署を超えて分離している点にあると考えられる。

そのため、物品の現物照合は使用者が行い、使用者から物品取扱員へ物

品の照合結果の報告を実施するなど、管理体制の見直しが必要である。

 

講じた措置 

の内容等

本件については，新庁舎の物品管理に関するものであるが，備品のほ

とんどを財産活用課が所管することから，当課庁舎係長が物品取扱員と

して管理を行っている。 
今後は，現物照合は使用者が行い，使用者から物品取扱員へ備品の照

合結果の報告を実施するなど，管理体制の見直しを検討する。 


